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第 l 編の第 1--4 章では，財やサービスの最終消費者が，水資源自身と環境資源としての汚濁浄化容
量および生産過程における水利用技術の便益を間接的に使用している構造を設定したのち，生産段階で
の水使用量と汚濁発生量で、財の水集約度を定義すれば，それぞれの原単位と生産-消費の連鎖における
財の地域流通システムとによって 水利用の便益評価を構造化で=きることを示している。第 5 章では，
新しく定義した用語を一覧している。
第 H 編では，生産-消費の連鎖での財流通のモデノレ化を行っている。第 1 章では，淀川給水区域を府
県別に区分設定し，対応するデ タの整理法を示している。第 2 章では，データ制約と最終消費者の判

























度，最終消費者(家庭，産業) ，消費頻度を考慮した 6 種に大分額し，人口，産出額，卸・小売額に
よって府県の経済活動レベルを支配・中間・下位の 3 階層に分け，それらの関係を含め各階層での財
の生産と移出入・流通・消費を数式化したことに特徴がある。
(2) 淀川流域の人口 5 万以上の市についての水源別・産業別水利用量，府県ごとの汚濁発生量，産業連
関表，工業統計表，府県開業種別貨物輸送量などの統計値を用い，水源，生産地，汚濁物，排水リサ
イクルなどのそれぞれを重視する場合の，水集約度にもとづく便益の府県間収支を求める計算法を定
式化している。実際に淀川給水区域内の滋賀・京都・大阪・兵庫各府県の水便益の収支を求め，水資
源・汚濁とも水集約度は上流負担・下流便益型になっていることを見出している。また上記の関係を
地図化する方法も提案している。
(3) 通常の費用便益分析と水集約度による便益配分評価法とを比較し，琵琶湖総合開発計画に関する上
下流コンフリク卜の実状を参考にしながら，後者の方法が水資源および水質保全を総合した地域間便
益調整iとより有効であることを示している。
以上のように本論文は，従来の水資源計画で見落されていた間接的効用の地域的連鎖に焦点をあて，
必ずしも十分でない統計資料を再整理して，新しい計画調整の方法論を提示したものであり，水資源計
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画の理論および実際に寄与すると乙ろが大きい。よって本論文は博士論文として価値あるものと認める。
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